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セゾン投信株式会社

セゾン投信株式会社（本社：東京都豊島区、代表取締役会長CEO：中野晴啓）は、「セゾン共創

日本ファンド」が2022年2月1日の設定より1周年を迎えたことをお知らせいたします。

設定当初は、これまで長く国際分散を提唱してきたセゾン投信が、なぜいま日本株なのか、との

お声も多くいただきましたが、個人の資産形成にはグローバル投資が最適であるとのスタンスは

引き続き当社の変わらぬ理念でありながらも、日本の産業界の再起を支え、豊かな日本社会を次の

世代に繋げていきたいという想いをこの一年間、丁寧にお伝えして参りました。

おかげさまで多くの共感をいただき、一年経過した2023年1月末現在、純資産総額は約2倍、定期

積立プランも前月比10％ずつ増加してお申込みいただいております。

昨年はロシアのウクライナ侵攻、米国金利の上昇に伴い、当ファンドにとっては厳しい一年目で

はありましたが、私たちは日本経済をけん引する潜在力と成長への情熱に満ちた経営力を有する企

業を厳選して投資しており、大切にしているのは長期の成果です。

引き続き、企業への取材活動、エンゲージメントを強化し、投資先企業を支えてまいります。投

資家の皆さまへも長期投資や運用哲学についての理解を深めていくための勉強会など直販だからこ

そできる丁寧な情報提供を行い、長期投資を通じて成長した企業からの成果としてご自身の資産形

成を叶えていただけるよう努めてまいります。

セゾン共創日本ファンド2年目もどうぞよろしくお願いいたします。

2023年2月1日

「セゾン共創日本ファンド」設定から１周年

【本件に関するお問い合わせ】 セゾン投信お客さま窓口

TEL03-3988-8668 営業時間9：00 ～17 ：00 （土日祝日、年末年始を除く）



銘柄名 銘柄コード 業種名 組入比率

1 東日本旅客鉄道 9020 資本財・サービス 5.80%

遊休地の活用でオフィスビル等の面積が拡大。収益拡大基調が続く。ローカル線の赤字問題
に取り組み、地域の活性化に向けた対策を模索中。

2 伊藤忠テクノソリューションズ 4739 情報技術 4.96%

高速化・大容量化に伴い日々高度化していくインターネットネットワークのインフラ構築を
得意とするSier（システムインテグレーター）。

3 ローム 6963 情報技術 4.85%

EVに採用が進む高効率パワー半導体SiCで世界シェア３割を目指す。

4 中外製薬 4519 ヘルスケア 4.70%

高度な抗体修飾技術で、独自性の高い医薬品を開発。

5 ヤクルト 2267 生活必需品 4.62%

プロバイオティクスで人類の健康増進に寄与。

6 荏原製作所 6361 資本財・サービス 4.60%

低消費電力ポンプのグローバル拡販に期待。水素社会の実現向けて水素事業が立ち上がる。

7 花王 4452 生活必需品 4.58%

男性の家事参加を促す日用品の新商品を積極投入。インバウンド需要の戻りによる化粧品セ
グメントの復活に期待。

8 村田製作所 6981 情報技術 4.56%

情報化社会を支える積層セラミックコンデンサでトップシェア。

9 浜松ホトニクス 6965 情報技術 4.43%

医療検査装置やX線分析機器の心臓部である受発光モジュールのトップメーカー。

10 三井不動産 8801 不動産 4.31%

日本橋の再開発に加えて海外事業も順調に拡大。日米でライフサイエンスラボを運営し、世
界的に事業を推進。

組入上位10銘柄（2022年12月31日時点）

定期的に開催するイベントを通じて受益者との双方向コミュニケーションを実現し、１年間で
のべ3,000名以上の方々にご参加いただきました。
・セゾン共創日本ファンドセミナー（オンライン） 17回開催
・共創日本会議（ハイブリッド） 11回開催



■基準価額と純資産総額の推移
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【ご留意事項】

当資料は情報提供を目的としてセゾン投信株式会社によって作成された資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあり

ません。投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので基準価額は変動します。その結果、購入時の価額を下回ることも

あります。また、投資信託は銘柄ごとに設定された信託報酬等の費用がかかります。各投資信託のリスク、費用については投資

信託説明書（交付目論見書）に詳しく記載されております。お申込にあたっては販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付

目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■当資料で使用しているデータ等について

当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。当資料は信頼できると判断した情報等に基づ

き作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。当資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況

であり、将来の市場環境等や運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりませんの

で、実質的な投資成果を示すものではありません。

■このメッセージに掲載された情報に基づく判断については、閲覧者ご自身の責任の下に行うこととし、万一このメッセージの

情報により、閲覧者が損失を被ったとしても、セゾン投信、ならびにその情報提供者はいかなる損害に対しても一切の責任を負

うものではありません。なお、この情報に関する一切の権利、義務は、その情報提供者（以下「情報提供者」）に帰属します。

この情報の内容は、情報提供者の事由により変更されることがあります。

【投資信託に関するリスクについて】

◆基準価額の変動要因

当ファンドは、株式に直接投資を行うファンドであり、主として、国内の金融取引所に上場している株式に投資を行います。一

般に、株式の価格は、個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、当ファンドセゾン共創日本ファ

ンドはその影響を受けます。（「価格変動リスク」）また、セゾン共創日本ファンドは、銘柄を絞り込んだ運用を行うため、市

場動向にかかわらず基準価額の変動は相対的に大きくなる可能性があります。（「集中投資リスク」）その他の当ファンドセゾ

ン共創日本ファンドにおける基準価額の変動要因としては、「信用リスク」、「流動性リスク」などがあります。したがって、

投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により投資元本を割り込むことがあります。運用による損益は、すべ

てお客さまに帰属します。当ファンドは預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証す

るものではありません。

【投資信託に関する費用について】

◆投資者が直接的に負担する費用

○購入時手数料：ありません。〇信託財産留保額：換金申込受付日の基準価額に0.1％の率を乗じた額が控除されます。

◆投資者が信託財産で間接的に負担する費用

○運用管理費用：ファンドの日々の純資産総額に年1.012%（税抜年0.92%）の率を乗じて得た額とします。

○その他費用：信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用（有価証券の売買の際に発生する手数料や、有価証券の

保管に要する費用等を含む）、監査報酬（消費税含む）、立替金の利息等が信託財産の中から差し引かれます。なお、当該その

他費用については、運用状況により変動するものであり、事前に計算方法、上限額等を示すことができません。

◆その他のご留意点

当ファンドは、預金や保険契約と異なり、預金保険機構、貯金保険機構、および保険契約者保護機構の保護対象ではありません。

加えて証券会社を通じて購入していない場合には、投資者保護基金の対象となりません。投資信託の設定・運用は委託会社がお

こないます。

商号：セゾン投信株式会社（設定・運用・販売を行います）

金融商品取引業者：関東財務局長（金商）第349号

加入協会：一般社団法人 投資信託協会
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